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明 細 書

発明の名称 ：

研磨用組成物並びにそれを用いた研磨方法及び基板の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、複数の突起 を表面 に有する砥粒 を含有 した研磨用組成物 に関す

る。本発明はまた、 その研磨用組成物 を用いた研磨方法及び基板の製造方法

に関する。

背景技術

[0002] 非球形の粒子を研磨用組成物の砥粒 と して使用することは研磨用組成物 に

よる研磨速度 を向上 させる手段 と して有効である。例 えば特開 2 0 0 7 - 1

5 3 7 3 2 号公報 （特許文献 1 ) には、多数の小突起 を表面 に有するコロイ

ダルシ リカ粒子をシ リコンゥェ一ハの鏡面研磨 に用いることの開示がある。

また特開 2 0 0 9 - 4 9 4 9 3 号公報 （特許文献 2 ) には、短径 / 長径比

が 0 . 0 1 ~ 0 . 8 の範囲にあ って複数の疣状突起 を表面 に有するシ リカ粒

子を含んだシ リ力ゾル を砥粒 と して使用 した研磨用組成物の開示がある。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 7 _ 1 5 3 7 3 号公報

特許文献 2 ：特開 2 0 0 9 _ 1 4 9 4 9 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 本発明の発明者 は、複数の突起 を表面 に有する砥粒 を含有 した研磨用組成

物 について実験 を重ねた結果、 この研磨用組成物 による親水性の研磨対象物

の研磨速度が、研磨用組成物 中に含 まれる有機 アル カ リの影響 を強 く受ける

ことを見出 した。本発明は、発明者 によるこのような新たな知見に基づいて

なされたものであ り、 その 目的 とするところは、親水性の研磨対象物 をよ り

高い研磨速度で研磨することがで きる研磨用組成物 を提供すること、 またそ



の研磨用組成物を用いた研磨方法及び基板の製造方法を提供することにある

課題を解決するための手段
[0005] 上記の目的を達成するために、本発明の第 1 の様態では、親水性の研磨対

象物の表面を研磨するための研磨用組成物であって、複数の突起を表面に有

する砥粒を含有 し、前記砥粒のうち砥粒の体積基準平均粒子径ょりも粒子径

の大きな砥粒が表面に有する突起の高さをそれぞれ同じ突起の基部における

幅で除することにより得られる値の平均が 0 . 1 7 0 以上であり、前記砥粒

のうち砥粒の体積基準平均粒子径ょりも粒子径の大きな砥粒が表面に有する

突起の平均高さが 3 . 5 n m以上であり、研磨用組成物中に含まれる有機ァ

ルカリの量が、研磨用組成物中の前記砥粒 1 k g にっき 1 0 0 m m o I 以下

である研磨用組成物を提供する。

[0006] 上記の態様において、研磨用組成物の p H は有機アル力リの酸解離定数 p

K a の値の± 2 の範囲であることが好ましい。

[0007] 上記の態様において、前記砥粒はコロイダルシリカであってもよい。その

場合、当該コロイダルシリカ中に含まれる金属不純物の量は 1 質量 p p m以

下であることが好ましい。

[0008] 本発明の第 2 の態様では、上記第 1 の態様の研磨用組成物を用いて、 4 0

度以下の水接触角を有する研磨対象物の表面、例えば金属酸化物膜を研磨す

る研磨方法を提供する。

[0009] 本発明の第 3 の態様では、上記第 1 の態様の研磨用組成物を用いて、 4 0

度以下の水接触角を有する研磨対象物の表面を研磨 して基板を製造する基板

の製造方法を提供する。

発明の効果

[001 0] 本発明によれば、親水性の研磨対象物を高い研磨速度で研磨することがで

きる研磨用組成物と、その研磨用組成物を用いた研磨方法及び基板の製造方

法とが提供される。

図面の簡単な説明



[001 1] [ 図1]本発明の一実施形態に係る研磨用組成物中に含まれる砥粒の外形を投影

した輪郭を示す図。

[図2] ( a ) は、実施例 し 2 及び比較例 2 ， 3 の研磨用組成物で使用したコ

口ィダルシリカ砥粒の走査型電子顕微鏡写真、 （b ) は、比較例 1の研磨用

組成物で使用したコロイダルシリカ砥粒の走査型電子顕微鏡写真。

[図3] ( a ) 及び （b ) は、実施例 1， 2 及び比較例 1 ~ 3 の研磨用組成物を

用いて、酸化シ リコン膜を研磨 したときの研磨速度とp H との関係を示すグ

ラフ。

発明を実施するための形態
[001 2] 以下、本発明の一実施形態を説明する。

[001 3] 本実施形態の研磨用組成物は、親水性の研磨対象物の表面を研磨する用途

で使用される。より具体的には、シリコンゥェ一ハゃ化合物半導体ゥェ一ハ

などの半導体ゥェ一ハ上に形成された金属酸化物膜を研磨する用途、特にシ

リコンゥェ一ハ上に形成された酸化シ リコン膜を研磨する用途で使用される

。酸化シリコン膜は、ケィ素の単一酸化物又は複合酸化物からなる膜であり

、その具体例としては、 T E O S (tet raethy L orthos は i cate) 膜、 B P S

G (borophosphos i Li cate g Lass) 月吴、 P S G (phosphos i Li cate g Lass) 月吴

、 S O G (sp i n on g lass) 膜、熱酸化膜が挙げられる。ただし、金属酸化物

膜は酸化シリコン膜に限られるものでなく、その他の金属酸化物膜の例とし

ては、 アル ミニウム、ジル コニウム、チタン、スズ、亜鉛、アンチモン、ィ

ンジゥ厶、マグネシウム、ホウ素、ニオブなどの金属の単一酸化物又は複合

酸化物からなる膜が挙げられる。あるいは金属酸化物膜は、アンチモンド一

プ酸化スズ （A T 0 ) 、フッ素 ド一プ酸化スズ、 リンド一プ酸化スズ、スズ

ド一プ酸化インジウム （I T O ) 、又はフッ素 ド一プ酸化インジウムのよう

に ド一パン卜で修飾された金属酸化物からなるものであってもよい。研磨対

象物の親水性の程度は水接触角によって表すことが可能であり、本実施形態

の研磨用組成物は特に、 4 0 度以下の水接触角を有する研磨対象物の表面を

研磨する用途、さらに言えばその研磨対象物を研磨 して基板を製造する用途



で使 用 され る。 水接 触 角 の測 定 は、 一般 に e 2 法 で行 わ れ、 例 え ば協 和 界

面 科学 株 式会社 製 の ゥ ェ一ハ 洗 浄 処理 評価 装 置 " C A — X 2 0 0 " を用 いて

行 う こ とが で きる。

[0014] 本 実施 形 態 の研 磨 用組成 物 は、 複 数 の突起 を表 面 に有 す る砥 粒 を少 な くと

も含有 して い る。 この よ うな異 形 の砥 粒 を使 用 した場 合、 非 異 形 す なわ ち球

形 の砥 粒 を使 用 した場 合 に比 べ て、 研 磨 用組成 物 に よ る研 磨 速度 が 向上 す る

とい う有 利 が あ る。

[001 5] 研 磨 用組成 物 中の砥 粒 は、 例 え ば、 金 属酸 化物 、 ダイ ァモ ン ド、 炭 化 ケ ィ

素、 窒 化 ケ ィ素 又 は窒 化 ホ ウ素 か らな る粒 子 で あ るが、 これ らに限定 され な

し、。 金 属酸 化物 粒 子 の具 体例 と して は、 シ リカ、 アル ミナ、 ジル コニ ァ、 セ

リア、 チ タニ ア又 はマ グネ シ アか らな る粒 子 が挙 げ られ る。 その 中で もシ リ

力粒 子 が好 ま しく、 特 に好 ま しいの は コ ロイ ダル シ リカで あ る。

[001 6] 研 磨 用組成 物 中の砥 粒 が表 面 に有 す る突起 の数 は、 砥 粒 1 つ あ た り平 均 で

3 つ以 上 で あ る こ とが好 ま しく、 よ り好 ま しくは 5 つ以 上 で あ る。

[001 7 ] こ こで い う突起 とは、 砥 粒 の粒 子径 に比 べ て十分 に小 さい高 さ及 び幅 を有

す る もの で あ る。 さ らに言 え ば、 図 1 にお いて点 A 及 び 点 B を通 る曲線 A B

と して示 され て い る部 分 の長 さが、 砥 粒 の最 大 内接 円の 円周 長 さ、 よ り正確

には、 砥 粒 の外形 を投影 した輪 郭 に内接 す る最 大 の 円の 円周 長 さの 4 分 の 1

を超 えな い よ うな突起 で あ る。 な お、 突起 の幅 とは、 突起 の基部 にお け る幅

の こ とをい い、 図 1 にお いて は点 A と点 B の 間 の距離 と して表 され る もの で

あ る。 また、 突起 の高 さ とは、 突起 の基部 と、 その基部 か ら最 も離 れ た突起

の部 位 との 間 の距離 の こ とをい い、 図 1 にお いて は直線 A B と直交 す る線 分

C D の長 さ と して表 され る もの で あ る。

[001 8 ] 研 磨 用組成 物 中の砥 粒 の うち砥 粒 の体積 基準 平 均粒 子径 ょ りも粒 子径 の大

きな砥 粒 が表 面 に有 す る突起 の高 さ をそれ ぞれ 同 じ突起 の基部 にお け る幅 で

除 す る こ とに よ り得 られ る値 の平 均 は 0 . 1 7 0 以 上 で あ る こ とが必 須 で あ

り、 好 ま しくは 0 . 2 4 5 以 上、 よ り好 ま しくは 0 . 2 5 5 以 上 で あ る。 こ

の値 の平 均 が大 き くな る につれ て、 突起 の形 状 が比較 的鋭 い こ とが理 由で、



研磨用組成物 による研磨速度が向上する。なお、砥粒の各突起の高さ及びそ

の基部 における幅は、一般的な画像解析 ソフ トウェアを用いて、走査型電子

顕微鏡 による砥粒の画像 を解析することにより求めることができる。

[001 9] 研磨用組成物中の砥粒のうち砥粒の体積基準平均粒子径 ょりも粒子径の大

きな砥粒が表面に有する突起の平均高さは 3 . 5 n m以上であることが必須

であ り、好ま しくは 4 . O n m以上である。 この突起の平均高さが大 きくな

るにつれて、研磨用組成物 による研磨速度が向上する。

[0020] 研磨用組成物中の砥粒の体積基準平均粒子径は 1 0 ~ 3 0 0 n m であるこ

とが好ま しい。砥粒の体積基準平均粒子径が上記範囲内にある場合、研磨用

組成物の沈降安定性が向上するのに加え、研磨用組成物 を用いて研磨 した後

の研磨対象物の表面粗 さが小さ くな りやすい。砥粒の体積基準平均粒子径は

、研磨用組成物中の全砥粒の積算体積の 5 0 % に達するまで動的光散乱法に

よる粒子径の小さい砥粒か ら順 に砥粒の体積 を積算 したときに最後 に積算さ

れる砥粒の粒子径 に等 しい。

[0021 ] 研磨用組成物中の砥粒の体積基準 9 5 %粒子径 （D 9 5 値）は 5 0 0 n m

以下であることが好ま しく、 より好ま しくは 4 0 0 n m以下である。砥粒の

体積基準 9 5 %粒子径が小さ くなるにつれて、研磨用組成物の沈降安定性が

向上するのに加え、研磨用組成物 を用いて研磨 した後の研磨対象物の表面粗

さが小さ くな りやすい。砥粒の体積基準 9 5 %粒子径は、研磨用組成物中の

全砥粒の積算体積の 9 5 % に達するまで動的光散乱法による粒子径の小さい

砥粒か ら順 に砥粒の体積 を積算 したときに最後 に積算される砥粒の粒子径 に

等 しい。

[0022] 研磨用組成物中の砥粒は、ナ トリウム、 カ リウム、 カルシウム、ホウ素、

アル ミニ ウム、 チ タ ン、 ジル コニ ウム、 マ ンガ ン、 鉄、 コ ノくリレ卜、 銅、亜鉛

、銀、鉛などの金属不純物の含有量が 1 質量 p p m以下であることが好ま し

し、。金属不純物の含有量は例えば I C P 質量分析装置により測定が可能であ

る。

[0023] 複数の突起を表面に有するコ口ィダルシ リカ砥粒は、例えば以下の方法で



製造することがで きる。すなわち、 まず、 アンモニア水が触媒 と して加え ら

れたメタノ一ル と水の混合溶液 にアル コキシシランを連続的に添加 して加水

分解することによ りコロイダルシ リ力粒子を含んだスラ リ一を得 る。得 られ

たスラ リーを加熱 してメタノール及びアンモニアを留去する。 その後、有機

アル 力 リを触媒 と してスラ リ一に加えてか ら、 7 0 °C 以上の温度で再びアル

コキシシランを連続的に添加 して加水分解することによ り、 コロイダルシ リ

力粒子の表面 に複数の突起 を形成する。 ここで使用が可能な有機 アル 力 リの

具体例 と しては、 卜リエタノ一ル ァミンな どのアミン化合物や、水酸化テ 卜

ラメチル アンモニゥ厶な どの第四級 アンモニゥ厶化合物が挙 げ られる。 この

方法 によれば、金属不純物の含有量が 1 質量 P P m以下のコロイダルシ リ力

砥粒 を容易に得 ることが可能である。

なお、 アル コキシシランの加水分解 によ りコロイダルシ リカを製造する一

般的な方法は、例 えば作花済夫の著 による 「ゾル —ゲル法の科学」の第 1 5

4 5 6 頁 に記載 されている。 また、特開平 1 1 — 6 0 2 3 2 号公報 には

、ケィ酸 メチル又はケィ酸 メチル とメタノールの混合物 を水、 メタノール及

びアンモニア又はアンモニアとアンモニゥ厶塩か らなる混合溶媒中に滴下 し

てケィ酸 メチル と水 とを反応 させることによ り製造 される繭型 コロイダルシ

リカの開示がある。特開 2 0 0 1 _ 4 8 5 2 0 号公報 には、 アルキルシ リケ

— 卜を酸触媒で加水分解 した後、 アル 力 リ触媒 を加えて加熱 してケィ酸の重

合 を進行 させて粒子成長 させることによ り製造 される細長形状のコロイダル

シ リカの開示がある。特開 2 0 0 7 _ 1 5 3 7 3 2 号公報 には、特定の種類

の加水分解触媒 を特定の量で使用することによ り、易加水分解性オル ガノシ

リケ一 卜を原料 と して多数の小突起 を有するコロイダルシ リカを製造で きる

ことが記載 されている。特開 2 0 0 2 — 3 3 8 2 3 2 号公報 には、単分散の

コロイダルシ リ力に凝集剤 を添加することによ り球状 に二次凝集 させること

の記載がある。特開平 0 7 — 1 1 8 0 0 8 号公報及び国際公開第 2 0 0 7 /

0 1 8 0 6 9 号 には、細長な どの異形のコロイダルシ リカを得 るために、ケ

ィ酸 ソ一ダか ら得 られる活性ケィ酸 にカルシウム塩又はマグネシウム塩 を添



加することの開示がある。特開 2 0 0 1 _ 1 1 4 3 3 号公報には、ケィ酸ソ

- ダから得 られる活性ケィ酸にカルシウム塩を添加することにより数珠状の

コロイダルシリ力を得ることの開示がある。特開 2 0 0 8 _ 1 6 9 1 0 2 号

公報には、シ一 ド粒子の表面に微小粒子を生成及び成長させることで金平糖

のように多数の小突起を有するコ口ィダルシリ力を製造できることが記載さ

れている。複数の突起を表面に有するコロイダルシリカ砥粒は、これらの文

献に記載の方法を単独又は組み合わせて使用することにより製造することも

可能である。

[0025] 本実施形態の研磨用組成物には、砥粒の製造時に触媒として使用 した有機

アルカリが不可避的に混入することがある。あるいは、意図的に有機アル力

リを研磨用組成物に添加することもありうる。 しか しいずれの場合も、研磨

用組成物中に含まれる有機アルカリの量は、研磨用組成物中の砥粒 1 k g に

つき 1 O O m m o I 以下である必要がある。なぜならばそうでないと、研磨

用組成物による研磨速度が大きく低下するからである。特に有機アル力リの

酸解離定数 P K a の値に近い p H を研磨用組成物が有する場合、研磨速度の

低下は顕著である。 したがって、有機アルカリによって研磨速度の低下が起

こる理由は、研磨用組成物中で解離 した有機アル力リが親水性の研磨対象物

の表面、より具体的には金属酸化物膜の表面に吸着することが原因と推測さ

れる。シリコン基板のような撥水性の研磨対象物の場合には有機アル力リに

よる研磨速度の低下が認められないこともこうした推測を裏付けている。

[0026] また、研磨用組成物中の有機アル力リの含有量を上記のように制限するこ

とは、研磨用組成物の p Hの値が有機アル力リの p K a と近い場合、より具

体的には有機アル力リの p K a の値の土2 の範囲の p H を研磨用組成物が有

する場合に、研磨速度の低下を特に有効に抑えることができるといえる。こ

うした発想は、有機アル力リの酸解離定数 p K a の値に近い p H を研磨用組

成物が有する場合に親水性の研磨対象物の研磨速度が特に低下するという本

発明の発明者による新たな知見に基づいてはじめて得 られたものである。例

えば、研磨用組成物中に含まれる有機アル力リが 卜リエタノ一ルァミンの場



合であれば、 卜リエタノ一ルァミンの p K a の値は 7 . 6 であるので、研磨

用組成物の p H が 5 . 6 9 . 6 の範囲の場合に特 に効果的であるといえる

。 また、研磨用組成物中に含 まれる有機 アルカ リが水酸化テ 卜ラメチルアン

モニゥ厶の場合であれば、水酸化テ 卜ラメチルアンモニゥ厶の p K a の値は

9 . 8 であるので、研磨用組成物の p H が 7 . 8 . 8 の範囲の場合に

特 に効果的であるといえる。

[0027] なお、研磨用組成物中の有機 アルカ リの含有量は、研磨用組成物 による親

水性の研磨対象物の研磨速度がさらに向上することか ら、研磨用組成物中の

砥粒 1 k g にっき 5 0 m m o I 以下であることが好ま しい。研磨用組成物中

の有機 アルカ リの含有量は、キヤビラ リ一電気泳動法 （C E ) 又はキヤビラ

リー電気泳動 —質量分析法 （C E —M S ) で測定することができる。

[0028] 本実施形態によれば以下の作用効果が得 られる。

[0029] 本実施形態の研磨用組成物中に含 まれる砥粒のうち砥粒の体積基準平均粒

子径 ょりも粒子径の大 きな砥粒が表面に有する突起の高さをそれぞれ同 じ突

起の基部 における幅で除することにより得 られる値の平均は 0 . 1 7 0 以上

である。 また、研磨用組成物中の砥粒のうち砥粒の体積基準平均粒子径 より

も粒子径の大 きな砥粒が表面に有する突起の平均高さは 3 . 5 n m以上であ

る。つまり、研磨用組成物中の砥粒のうち機械的な研磨作用の特 に高い大粒

子径の砥粒が比較的長 く鋭い形状の突起を有 している。 このため、本実施形

態の研磨用組成物は、高い研磨速度で研磨対象物 を研磨することができる。

[0030] 加えて、本実施形態の研磨用組成物中に含 まれる有機 アルカ リの量は、研

磨用組成物中の砥粒 1 k g にっき 1 O O m m o I 以下である。有機 アルカ リ

が親水性の研磨対象物の表面に吸着すると研磨用組成物 による研磨対象物の

研磨が阻害を受けて しまうが、 このように研磨用組成物中の有機 アル力 リの

含有量を制限することにより、有機 アル力 リが原因の研磨速度の低下を有効

に抑えることができる。

[0031 ] したがって、本実施形態の研磨用組成物は、親水性の研磨対象物の表面を

研磨する用途、 より具体的には、金属酸化物膜 を研磨する用途での使用に適



する。

[0032] 前記実施形態は次のように変更 してもよい。

[0033] 前記実施形態の研磨用組成物は、公知の添加剤 を必要に応 じてさらに

含有 してもよい。例えば、 （a ) アルカ リ金属の水酸化物、 アルカ リ金属塩

、 アンモニア、 アンモニゥ厶塩等の無機 アルカ リ、 （b ) 塩酸、 リン酸、硫

酸、ホ スホ ン酸、硝酸、ホ ス フ ィン酸、ホ ゥ酸等の無機酸、あ るい は、 酢酸

、 ィ タ コ ン酸、 コハ ク酸、酒石酸、 クェ ン酸、マ レイ ン酸、 グ リコール酸、

マ口ン酸、 メタンスルホン酸、ギ酸、 リンゴ酸、 ダル コン酸、 ァラニン、 グ

リシ ン、 孚し酸、 hydroxyethy Li dene d i phosphon i c ac i d (HEDPJ 、 n i t r i Lot i

s[methy Lene phosphon i c ac i d ] (NTMP) 、 phosphonobutane t r i carboxy Li c a

c i d (PBTC) 等の有機酸、 （c ) ノニオ ン性、 ァニオ ン性、 カチオ ン性又は両

性の界面活性剤、 （d ) 水溶性セル ロース、 ビニル系ポ リマ一、ポ リアルキ

レン才キサイ ド等の水溶性ポ リマ一、 （e ) ポ リアミン、ポ リホスホン酸、

ポ リアミ ノ力ル ボ ン酸、ポ リアミ ノホ スホ ン酸等のキ レ一 卜剤、 （f ) 過酸

化水素、過酸化物、才キソ酸、酸性金属塩化合物等の酸化剤、 （9 ) 防かび

剤、殺菌剤、殺生物剤等のその他の添加剤のいずれかを含有 してもよい。

[0034] 前記実施形態の研磨用組成物は、研磨用組成物の原液 を水で希釈する

ことによつて調製 されてもよい。

[0035] 前記実施形態の研磨用組成物は、親水性の研磨対象物 を研磨する以外

の用途で使用されてもよい。

[0036] 次に、本発明の実施例及び比較例 を説明する。

[0037] 実施例 1

コロイダルシ リ力砥粒 を純水 と混合することにより、 コロイダルシ リ力砥

粒の含有量が 1 0 . 0 質量％の研磨用組成物 を調製 した。使用 したコ ロイダ

ルシ リカ砥粒は、図 2 ( a ) に示す走査型電子顕微鏡写真で明 らかなように

複数の突起を表面に有 していた。 コロイダルシ リカ砥粒のうちコロイダルシ

リカ砥粒の体積基準平均粒子径 ょりも粒子径の大 きなコロイダルシ リカ砥粒

が表面に有する突起の高さの平均は 4 . 2 5 n m であった。 コロイダルシ リ



カ砥粒のうちコロイダルシリカ砥粒の体積基準平均粒子径ょりも粒子径の大

きなコロイダルシリカ砥粒が表面に有する突起の高さをそれぞれ同 じ突起の

基部における幅で除することにより得 られる値の平均は0 . 3 0 であった

。コロイダルシリカ砥粒の体積基準平均粒子径は 8 5 n mであった。コロイ

ダルシリカ砥粒の体積基準 9 5 %粒子径は 1 1 6 n mであった。コロイダル

シリカ砥粒中の金属不純物の含有量は 1 P m未満であった。得 られた研磨

用組成物の P H を測定 したところ、その値は 7 . 0 であった。また、研磨用

組成物中には、コロイダルシリカ砥粒の製造時に触媒として使用 した 卜リエ

タノ一ルアミンが不可避的に混入 しており、その含有量を測定 したところ、

研磨用組成物中のコロイダルシリカ砥粒 1 に9 にっき 5 0 I であった。

[0038] 実施例 2

実施例 1 の研磨用組成物に 卜リエタノールアミンを添加 して、研磨用組成

物中に含まれる有機アル力リの量を研磨用組成物中のコロイダルシリカ砥粒

k g にっき5 0 m m o I にまで増加させた。 卜リエタノ一ルァミンの添加

後に研磨用組成物の P H を測定 したところ、その値は 8 . 5 であった。

[0039] 比較例 1

コロイダルシリ力砥粒を純水と混合することにより、コロイダルシリ力砥

粒の含有量が 1 0 . 0 質量％の研磨用組成物を調製 した。使用 したコロイダ

ルシリカ砥粒は、図 2 ( b ) に示す走査型電子顕微鏡写真で明らかなように

表面に突起を有 していなかった。コロイダルシリカ砥粒の体積基準平均粒子

径は 1 3 1 n mであつた。コロイダルシリカ砥粒の体積基準 9 5 %粒子径は

2 1 2 n mであった。コロイダルシリカ砥粒中の金属不純物の含有量は 1 p

p m未満であった。得 られた研磨用組成物の p H を測定 したところ、その値

は 7 . 5 であった。この研磨用組成物中には検出可能なレベルの有機アル力

リは含まれていなかった。

[0040] 比較例 2

実施例 1 の研磨用組成物に 卜リエタノールアミンを添加 して、研磨用組成

物中に含まれる有機アル力リの量を研磨用組成物中のコロイダルシリカ砥粒



1 k g にっき 1 4 0 m m o l にまで増加させた。 卜リエタノ一ルァミンの添

加後に研磨用組成物の P H を測定 したところ、その値は 8 . 9 であった。

[0041 ] 比較例 3

実施例 1 の研磨用組成物に水酸化テ 卜ラメチル ア ンモニ ゥ厶を添加 して、

研磨用組成物中に含まれる有機 アル力 リの量を研磨用組成物中のコロイダル

シ リカ砥粒 1 k g にっき 1 4 0 m m o I にまで増加させた。 トリエタノール

ァミンの添加後に研磨用組成物の p H を測定 したところ、その値は 9 . 7 で

あった。

[0042] 乳酸又は水酸化カ リウムを添加 して p H を調整することにより、実施例 1

， 及び比較例 1 ~ 3 の各研磨用組成物か ら p H 3 . 0 、 p H 7 . 0 及び p

H 1 1 . 0 の研磨用組成物を調製 した。得 られた研磨用組成物をそれぞれ用

いて、酸化シ リコン膜を表面に有するシ リコンゥェ一ハ、具体的には直径 5

0 . 8 m m P E —T E O S ( Lasma-enhanced tet raethy L orthos i Li cate

) プランケッ トゥェ一ハの表面を表 1 に記載の条件で研磨 した。 このときに

以下の計算式に従 って求めた研磨速度の値を表 2 及び図 3 ( a ) ， （b ) に

示す。

[0043] 研磨速度 [ A / m i n ] = 研磨前後のゥエーハの重量の差 [ g ] / 研磨時

間 [分 ] / ゥェ一ハ表面の面積 [ c m 2 ] ( = 2 0 . 2 6 c m 2 ) / T E O S

膜の真密度 [ g / c m 3 ] ( = 2 . 2 g / c m ) X 0 8

[0044] [ 表 1]

研磨機 ：CETR 社製の"CP—4 "
研磨パッド：ニッタハ- ス株式会社製の''IC 1000 A 2 PAD DDI (kgrv)
ヘッド回転数：300rpm
定盤回転数：300r Pm
線速度 ： 3m/min
研磨用組成物の供給速度 ： 13mL/min
研磨時間 ： 1分
研磨圧力：20. 69kPa

[0045]



[ 表 2 ]

表 2 及び図 3 ( a ) に示すように、実施例 し 2 の研磨用組成物 を使用 し

た場合 には、砥粒の表面 に突起の無い比較例 1 の研磨用組成物 を使用 した場

合 と比べて、 p H に関係な く高い研磨速度が得 られた。 また、 卜リエタノ一

ル ァミンの含有量がコロイダルシ リカ砥粒 1 k g にっ き 1 0 0 m m o I を超

える比較例 2 の研磨用組成物 を使用 した場合 と比べても、 p H に関係な く高

い研磨速度が得 られた。

また、表 2 及び図 3 ( b ) に示すように、実施例 し 2 の研磨用組成物 を

使用 した場合 には、水酸化テ 卜ラメチル アンモニゥ厶の含有量がコロイダル

シ リカ砥粒 1 k g にっ き 1 O O m m o I を超 える比較例 3 の研磨用組成物 を

使用 した場合 と比べて、少な くとも p H 1 . 0 の ときに高い研磨速度が得

られた。



請求の範囲

親水性の研磨対象物の表面 を研磨するための研磨用組成物であ って

複数の突起 を表面 に有する砥粒 を含有 し、

前記砥粒の うち砥粒の体積基準平均粒子径 ょ りも粒子径の大 きな砥

粒が表面 に有する突起の高さをそれぞれ同 じ突起の基部 における幅で

除することによ り得 られる値の平均が 0 . 1 7 0 以上であ り、

前記砥粒の うち砥粒の体積基準平均粒子径 ょ りも粒子径の大 きな砥

粒が表面 に有する突起の平均高さが 3 . 5 n m以上であ り、

研磨用組成物 中に含 まれる有機 アル 力 リの量が、研磨用組成物 中の

前記砥粒 1 k g にっ き 1 0 0 m m o I 以下であることを特徴 とする研

磨用組成物。

研磨用組成物の p H が前記有機 アル 力 リの酸解離定数 p K a の値の

土 2 の範囲である、請求項 1 に記載の研磨用組成物。

前記砥粒 はコロイダルシ リカであ り、 当該 コロイダルシ リカ中に含

まれる金属不純物の量が 1 質量 p p m以下である、請求項 1 又 は 2 に

記載の研磨用組成物。

請求項 1 ~ 3 のいずれか一項 に記載の研磨用組成物 を用いて、 4 0

度以下の水接触角 を有する研磨対象物の表面 を研磨することを特徴 と

する研磨方法。

前記研磨対象物が金属酸化物膜である、請求項 4 に記載の研磨方法

請求項 1 ~ 3 のいずれか一項 に記載の研磨用組成物 を用いて、 4 0

度以下の水接触角 を有する研磨対象物の表面 を研磨することによ り、

基板 を製造することを特徴 とする基板の製造方法。
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